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連携中枢都市圏構想 
 

  治体戦略 2040 構想研究会は「2040

年頃にかけて迫りくる我が国の内政上の

危機」を明らかにし、その危機を乗り越

えるための施策を一次報告、二次報告に

おいて提言しています。  

 高齢者人口がピークを迎える 2040 年

頃にかけて迫りくる危機とは  

①若者を吸収しながら老いていく東京圏   

 と支え手を失う地方圏  

②標準的な人生設計の消滅による雇用・  

教育の機能不全  

③スポンジ化する都市と朽ち果てるイン  

フラ  

を 3 つの柱として、その危機への対応を

整理し、自治体戦略としては「個々の市

町村が行政のフルセット主義を排し、圏

域単位で、あるいは圏域を越えた都市・

地方の自治体間で、有機的に連携」する

こととしています。  

総務省「2040 年頃までに想定される各行政分野の課題等について」より 

 

  隣の自治体と連携し、人口減少下に

おいても圏域において都市として行政サ

ービスを維持するために、連携中枢都市

圏構想が進められます。 

 人口減少社会に突入することは避けら

れず、人口が減少していくことに適応す

る社会を築いていかなければなりません。 

その適応策が「連携都市圏」であり、実

現に向けての第一歩が中核市移行です。  

中核市 先進事例の視察 

―明石市、川口市、長野市の視察から― 

庫県明石市は、平成 30 年 4 月 1 日、

中核市へ移行しました。移行を目前に控

えた明石市を 1 月 18 日に視察し、中核市

移行までの取り組みや、兵庫県との関係、

さらには保健所運営等について担当者か

ら直接話を伺っています。  

 また、7 月 18 日には埼玉県川口市に中

核市移行についての取り組み状況を視察

しています。  

明石市、川口市の両市は、市長の強い

意志のもと、中核市への移行が進められ

ていますが、移行表明までは県からの協

力は得られにくい点も共通しています。  

また保健所の移管に伴い、両市とも、

それまでの県実施の制度や機能の強化・

充実を図っています。  

 

 野市では「長野地域連携中枢都市圏」

についての取り組みについて視察を行っ

ています。平成 11 年 4 月に中核市へ移行

し、20 年目を迎える長野市は長野県北部

の 3 市 6 町による連携中枢都市圏を形成

しています。  

そして具体的な取り組みとして、  

「圏域全体の経済成長」に係る 14 事

業、「高次の都市機能の集積・強化」に係る 5

事業、「圏域全体の生活関連機能サービスの

向上」に係る 31 事業の 50 事業にわたり、

各市町村との連携を行っています。  
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長野地域スクラムビジョンより 

  


